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《退職時に必要な書類》

独立行政法人勤労者退職金共済機構

中小企業退職金其済事業本部

201011
(改正概要ちらし)

小企業退職金

《カロ入できる方》
1.小規模企業共済制度に加入していない方
2.カロ入する際に以下の書類を提出できる方

済制度の加入者範囲について
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個々の被共済者が同居の親族であるかどうかについて変更があった場合や、
事業所の雇用実態が同居の親族のみか| そうでないか● という状態に
変更があった場合には届出が必要となります。
※定期的に使用従属関係を確認できる書類の提出が必要です。

とそれ以外の

雇用する事業所 隋

明

従業員を雇用する事業所
《混在事業所》
予鯰。
同居 その他

同居の親族以外の

従業 ltは必要あり

ません

※小規模企業共済制度の共済契約者であった期間は、過去勤務期間の対象となりません

掛金助成の 掛金助成の対象となります

《退職時に必要な書類》
1.被共済者退職届

「同居の親族Jとは、事業主と生計を一にする同居の親族です。



事業主と生計を―にする同居の親族 (以下「同居の親族」といいます。)のみを雇用する事業所については、中小企

業退職金共済制度(以下「中退共制度」といいます。)ヘカロ入できないものとされていましたが、中小企業退職金共済

法施行規則の一部を改正する省令 (平成22年厚生労働省令第 119号 )が平成22年 11月 12日に公布され、平成

23年 1月から、こうした事業所であつても、使用従属関係が認められる同居の親族については、中退共制度にカロ入で

きることとなりました。

【改正後の留意事項】

① 同居の親族のみを雇用する事業所か否か(中退共への加入状況ではなく、事業所の雇用実態となりま

す :新規申込書に記述項目あり)、 加入させる従業員が同居の親族か否か(新規及び追加申込書に記

述項目あり)の届出が必要です。

② 上記①において「同居の親族」がいる旨の申込書が提出された場合には、後日、中退共から使用従属

関係を確認する「チェックシート」を事業主宛に送付します。必要事項を記入、押印 (事業主及び同居の

親族の方)し、労働条件通知書の写し(ない場合は労働条件確認書)と、賃金台帳、経費帳又は所得税

源泉徴収簿のいずれかの写しを添付して返送していただきます。

③ 過去勤務期間については、新規申込時までの継続して雇用された期間で最高 10年間を通算期間とす

ることができますが、過去に小規模企業共済制度に加入していた場合、その期間は通算できません。

① 同居の親族以外の従業員を雇用する事業所 (以下「混在事業所」といいます。)が、新規加入助成期間

中に同居の親族のみの事業所となつた場合には、その助成は打ち切りとなります。

⑤ 同居の親族のみを雇用する事業所が新規に加入した場合は、新規加入助成の対象となりません。ま

た、その事業所が新規加入～ 15月 目の間に同居の親族以外の従業員を雇用した場合でも、新規カロ入

助成は受けられません。

⑥ 加入期間中に雇用実態に変動 (事業所の雇用実態及び個々の被共済者について)があつた場合には、

届出が必要です。

⑦ 掛金月額を増額変更する月において同居の親族のみの事業所の場合は、月額変更助成の対象となり

ません。

③ 掛金月額を増額変更する月において混在事業所の場合は、月額変更助成の対象となります。ただし、

月額変更助成を受けている混在事業所が、助成期間中に同居の親族のみの事業所となつた場合には、

その助成は打ち切りとなります。

③ 同居の親族である被共済者については、加入後も使用従属関係が継続していることの確認が必要な

ため、機構から定期的に確認ができる書類の提出を求めます。

⑩ 同居の親族が退職される場合、事業主は被共済者退職届の他に、「チェックシート(退職従業員に
つい

ての確認書)」 、「労働条件確認書」及び「賃金の支払いがあつたことが確認できる書類の写し」等を提

出していただく必要があります。

① また、同居の親族のみの事業所における被共済者が退職される場合は、上記⑩の書類以外に
「転職又

は傷病、高齢、その他これらに準ずる事由」により退職するものであることを証する「退職事由証明書」

の添付も必要です。なお、これらの事由以外の場合は、退職金として支払うことはできません。

⑫ 同居の親族のみを雇用する事業所を退職した被共済者は、原則として、再度、同一の事業所に同居の

親族として力日入することはできません。

改正の概要、

中 退 共

制度のQ&Aはホームページで :


